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判例研究
Decker v. Northwest Environmental Defense Center
（林道からの豪雨による雨水の流出について許可を
要しないとしたアメリカ合衆国連邦最高裁判所判例）
横山丈太郎
本稿は、アメリカ合衆国連邦最高裁判所の2013年の判決（Decker v.
Northwest Environmental Defense Center）（以下、「本件連邦最高裁判
決」という）を題材として、行政立法の民主的統制という行政法の問題及
び林道からの雨水の流出の規制という環境法の問題について、若干の考察
をおこなうものである。
．事案の概要
水質浄化法は、NPDES （National Pollutant Elimination System、全
国汚染削減制度）と呼ばれる仕組みにおいて、「ポイント・ソース（point
source）」から可航水域（navigable waters）への汚染物質（pollutant）の
排出に際して、許可（以下、「NPDES 許可」という）を得ることを要求
しており、「ポイント・ソース」を以下のように定義している。「そこか
ら汚染物質が排出されている又は排出されうる、あらゆるパイプ、排水溝、
水路、地下道、導管、井戸、分離した溝、容器、鉄道車両、集約畜産業又
は船（pipe, ditch, channel, tunnel, conduit, well, discrete fissure, container,
rolling stock, concentrated animal feeding operation, or vessel or other
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floating craft）を含むがこれらに限られない、あらゆる見分けがつき、限
定されており、そして分離された運搬ルート（conveyance）。農業に関す
る豪雨による雨水の排出と、灌漑農業からの逆流は含まない。」そして、
1987年の改正法は、一方で豪雨による雨水が環境に及ぼす脅威と、他方で
それを規制して許可を発しなければならなくなった場合に行政にかかる尋
常でない負担との両方を考慮した結果、すべてが豪雨による雨水からな
る排出には許可を要しないという例外を定めつつ、「産業活動に関連す
る排出（associated with industrial activity）」には当該例外を適用せず、
引き続き許可を要する、という規定を追加した。
この「産業活動に関連する排出」の定義は水質浄化法には定められてお
らず、EPA（Environmental Protection Agency、環境保護庁）が制定し
た規則（以下、“Industrial Stormwater Rule”という）において、以下のよ
うに定義されている。「豪雨による雨水の収集及び運搬に使われ、工場
（industrial plant）における製造、処理又は原材料の保管場所	に直接に
関係するあらゆる運搬ルートからの排出。（中略）本セクションに定める
産業類型の場合、施設（facility）によって使用され又は産出される原材料、
製品、廃棄物若しくは副産物の運搬者が使用し又は通行する直近の出入用
通路及び鉄道からの、豪雨による雨水の排出を含むが、これらに限られな
い
。」Industrial Stormwater Rule はさらに、「標準産業分類24」に分類さ
れる施設（facilities）は産業活動に従事しているものとみなす、としてお
り、この「標準産業分類24」は、「立木の伐採及び木材の第一次原材料の
生産に主に従事する施設（establishment10）」と定義されている「伐木搬
出業（Logging industry）」を挙げている11。
このような水質浄化法の規制の下、本件で問題となったのは、オレゴン
州ポートランドの64km西の太平洋岸にある、ティラムック州有林中の伐
木搬出道路（logging roads）（以下、「本件林道」という）からの、豪雨に
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よる雨水の、水路を通じた排出であった。林業及び紙製品製造業に従事す
る会社であるジョージア・パシフィック・ウェスト社は、他の会社と共に、
当該州有林から立木を伐採できる契約をオレゴン州と締結しており、その
目的のために本件林道を使用していた。この本件林道から、降雨時には雨
水が流れ出て、排水溝、排水路及び水路を通じて近隣の川に排出された
（このように排出された雨水を以下、「本件排水」という）。本件排水には
しばしば、本件道路から発生する泥や小石が大量に含まれており、魚や他
の水生生物を害する可能性があるという証拠がある。そこで、環境保護団
体（Northwest Environmental Defense Center12）が、ジョージア・パシ
フィック・ウェスト社を含む会社数社と、オレゴン州森林局長（Oregon
State Forester）を含む州政府及び自治体並びにそれらの公務員を被告と
して、水質浄化法の市民訴訟規定13に基づき、NPDES 許可の未取得が水
質浄化法違反であることを理由として提起したのが、本件訴訟である。
争点は、本件排水が「産業活動に関連する排出」に該当し、したがって、
ポイント・ソースからの排出として、NPDES 許可を要するのか、という
点である。この点第
巡回裁判所は肯定したのに対し、連邦最高裁判所は
否定し、破棄差戻し判決を下した。以下、順に概説する。
．第
巡回裁判所判決14の内容
第
巡回裁判所は、林道からの豪雨による雨水の流出で、排水溝、排水
路及び水路に集積され、その後川に排出されるものは、ポイント・ソース
からの「産業活動に関連する排出」であり、NPDES 許可を要する、と判
示した。その理由として、Industrial Stormwater Rule の「施設（fa-
cility）」の語義はとても広く、同 Rule が、鉱山、埋立地、廃品投棄所及
び建設現場を含む、伝統的な工場にとどまらない多くの施設を、産業活動
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に従事しているものとみなす旨規定している15点を挙げた。
．本件連邦最高裁判決の内容
以上の第
巡回裁判所判決を連邦最高裁判所（多数意見）は破棄し、本
件排水にはNPDES 許可を要しないと結論付け、理由として以下の点を挙
げた。
① 「産業活動に関連する排出」という水質浄化法の文言は、事業活動
全般を指すものとも解しうる一方で、「工場における原材料の処理及
び物の製造に関連する経済活動」（オックスフォード辞典）に限定さ
れるとも解しうるので、Chevron U.S.A. Inc. v. Natural Resources
Defense Council, Inc.16の判例法（以下、「Chevron 判決法理」という）
の下、林道からの豪雨による雨水の水路を通じた排出を明らかに
（unambiguously）含むとは言えない。
② そして、Auer v. Robbins17の判例法（以下、「Auer 判決法理」とい
う）の下、行政機関の自ら定めた規則の解釈は、明らかに誤っている
か規則と矛盾していない限り、通用する（controlling)18。
③ この点、EPA は Industrial Stormwater Rule を、工場及びその関
連用地といった伝統的な産業建造物やその他の比較的固定された施設
のみを含むものと解釈し、本件林道からの豪雨による雨水の排出を含
まないと解釈しており、これは、「施設（facilities, establishments）」、
「製造」、「処理」及び「工場」という文言から、自らが定めた規則の
合理的な19、許容しうる20解釈である。
④ したがって、EPAの当該解釈が尊重される。
そして本件連邦最高裁判決は最後に、（水質浄化法の NPDES によらず
とも）オレゴン州が、林道からの豪雨による雨水の流出を管理するための
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ベスト・プラクティスを発展させる広範な取組みをおこなってきた、とい
う事実を付言している。具体的には、川へ流出する前の濾過を義務づける
規則、雨水の流出に含まれる沈殿物を最小化するような表面材を使用した
道路を建設すべき旨の伐木搬出業者に対する要求、そしてかかる取組みが
水の濁りの可視的な増大を防げなかった場合の操業中止義務である21。
．スカリア裁判官の反対意見
以上の本件連邦最高裁判決は裁判官による多数意見であり、これに対
してスカリア裁判官が反対意見（以下、「スカリア裁判官反対意見」とい
う）を述べている。その概要は、以下のとおりである。
① Chevron 判決法理は、これを採用するにせよしないにせよ、連邦
議会が行政機関に対し、規則制定権を含む、制定法を執行する権原を
与えている場合に、制定法の意義に関して一定程度の裁量を黙示的に
与えており、それを裁判所が尊重しなければならない、というもので
ある。このような、制定法を明確化する行政機関の権原の含意は合理
的である。
② しかし、行政機関がその自ら定めた規則の多義性を解明できるとい
う連邦政府による含意が存在しないことは確かである。なぜなら、そ
のような含意が存在するとすれば、法を制定する権力とその法を解釈
する権力とが同一の主体に保持されてはならない、という権力分立の
基本原則に反するからである。もしAuer 判決法理によるとすると、
行政機関をして、その企図する新しい法を告知・コメント手続（no-
tice and comment procedures）を遵守することなく制定すべく「解
釈」を後に発布する計画の下、多義的な規則を制定するよう奨励して
しまう22。これは Chevron 判決法理から論理的に導かれるものではな
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く、権力濫用の許容である。かかるAuer 判決法理は誤りであり、再
考されるべきである。
③ そして、規則の最も公平な解釈によれば、本件排水は禁止される
（NPDES 許可を要する）。なぜなら、制限的な節や句は通常、直前
の名詞又は句のみを修飾するものとして読解されるべきであるという、
最終先行詞ルールとして知られる解釈基準によれば（Barnhart v.
Thomas23）、Industrial Stormwater Rule の「工場（industrial plant）
における」という句は、「原材料の保管場所」のみを限定するからで
ある。また、「標準産業分類24」は「施設（establishment）」という
語を、事業体全般を指すものとして一貫して使用しており、例えば、
分類2411は、「立木の伐採に主に従事する事業体（establishments）」
を挙げており、これは「野外における木材チップの生産」を含むもの
とされているからである。さらに、Industrial Stormwater Rule にお
いて用いられている「施設（facilities）」という語は、「あらゆるポイ
ント・ソース」を含むものと定義されており、例えば鉱山が「施設
（facilities）」として挙げられているからである24。
④ したがって、第
巡回裁判所の判決を支持すべきである。
．評釈
（）行政立法の民主的統制について
本件連邦最高裁判決の多数意見とスカリア裁判官反対意見とは、EPA
による Industrial Stormwater Rule の解釈に関連して、Auer 判決法理を
踏襲するか破棄するかの判断が分かれ目になっている25。つまり、多数意
見は Auer 判決法理を踏襲し、EPA の解釈を尊重しているのに対し、ス
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カリア裁判官はAuer 判決法理を破棄すべきだとし、自らの「最も公平な
解釈」を試みている。そして、Auer 判決法理を踏襲するか否かの違いは、
行政機関による、自ら定めた規則の、告知・コメント手続を経ていない解
釈を許容すべきか否かの違いであるところ、スカリア裁判官は、これを許
容すると権力分立原則に反し、権力濫用を許してしまうとする。つまり、
告知・コメント手続という民主的統制か、他の機関が規則を解釈すること
で保たれる権力分立のいずれかが、権力濫用を防ぐために必要だと理解し
ているといえる。この告知・コメント手続による民主的統制という概念に
ついて、（Auer 判決法理の当否自体とは別に）若干の考察をしたい。
米国における告知・コメント手続の機能について、「行政機関の長に選
挙のアカウンタビリティが欠けている点を、巧妙に補うものである。」と
する指摘がある26。大統領制をとり、行政機関の長が大統領により任命さ
れる27米国においてさえ、行政立法の民主的基盤が問題視されているので
あるが、議院内閣制をとるわが国で、行政立法に対する民主主義の下支え
は、一層間接的である。ある法規命令について、唯一の立法機関（憲法41
条）たる国会が制定した授権法が存在するという点で国民主権とのつなが
りはあるが、授権法の態度が明文上不明である場合に、その授権法の制定
を立法府に対し「授権」したに過ぎない国民の民意は、当該法規命令から
ますます遠い。訴訟においては法規命令が法律の趣旨に反するか否かが争
点となるが、法律の趣旨に反するとは言えないものの、民意に支えられて
いるとは言い難い場合がありうるのではないか。
米国の行政法学は行政による規制をいかに統制するかに主眼をおいてき
たのに対し、わが国の行政法学は、行政立法を法治主義との関わりからい
かに整理するかという点に主眼を置き、行政立法の統制論についての検討
は活発ではなかった旨の指摘がある。28また、意見公募手続（行政手続法
39条以下）について、自由主義的な色彩の濃い目的規定（同法条）が変
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更されていないため、自由主義的・規制緩和的性格を基本としたものであ
り、国民主権・民主主義を基本原理とする制度とはなっていない旨の指摘
がある。29目的規定のみに固執するのは妥当ではないと思われるが30、行
政立法の民主的統制という発想の不十分さを示したものと言えるかもしれ
ない。意見公募手続も、国民の参加による行政立法の統制という側面から
解釈或いは設計していくことが重要であると思われる。
（）林道からの雨水の流出の規制について
第一に、林道からの雨水の流出が生態系を破壊するという事実である。
高重量の伐木運搬トラックが林道の砂利を押し固め、泥、石、及び砂が川
に運ばれやすくなる。これによってサケやマスの卵が窒息し、酸素濃度が
低下し、そして魚の餌である昆虫が埋もれてしまう31。この点も「汚染」
に含めて考察しなければならない。
第二に、林道からの雨水の流出をどの程度規制すべきかという問題であ
る。この点本件において産業界は、産業活動と扱い許可を要するとすれば、
抑圧的なコストがかかり、過度の障壁となると主張した。（全国で林野部
（Forest Service）は37万8000マイル、億9300万エーカーに及ぶ道路を
有しており、もし許可を要するとすれば、40万超の許可を得なければなら
ず、10年超を要すると見込まれるという32）。これに対して、第
巡回裁
判所判決は、NPDES 許可には個別許可（individual permit）と包括許可
（general permit）の種類があるところ、包括許可の制度によれば事業
者の負担も行政機関の負担もそれほど大きくはない、と指摘している33。
ここで個別許可とは、個別の施設に特に合わせて発せられる許可であり、
個々の事業者は、申請書類とともに、管理計画及び評価報告書を提出して
許可申請をしなければならず、年を超えない一定の許可期間経過前に再
申請しなければならない34。これに対し包括許可とは、例えば豪雨による
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雨水のポイント・ソースや、同一又は実質的に類似した操業に従事する施
設のような、共通の要素を有する、特定の類型内の複数の施設（ただし、
市や郡のような特定の地理的範囲内においてのみ発することができる）を
カバーする許可であり、個々の事業者は、包括許可に従って排出すること
の“notice of intent”を提出すればよい35。
わが国においては、水質汚濁防止法の下で、工場・事業場からの排水及
び生活排水が規制対象となっているのみで（条、12条、14条の以下）、
農地や道路などの非特定汚染源からの汚染については、今後の課題となっ
ている36。本件を参考に、プラクティカルな規制方法を検討する余地があ
るだろう。
 133 S.Ct. 1326.
 Federal Water Pollution Control Act Amendments of 1972, Pub. L. 92-500, Oct.
18, 1972, 86 Stat. 816 (33 U.S.C. 1251 et seq.).
 33 U.S.C. §1311(a)(“discharge of any pollutant”の禁止), 33 U.S.C. §1362(12)
(“discharge of a pollutant”, “discharge of pollutants”の定義), 33U.S.C. §1342(a)
(排出許可).
 33 U.S.C. §1362(14).
 Natural Resources Defense Council, Inc. v. EPA, 966 F.2d 1292, 1295-1296.
 33 U.S.C. §1342(p)(1).
 33 U.S.C. §1342(p)(2)(B).
	 “manufacturing, processing or raw materials storage areas at an industrial plant”
の訳であり、多数意見はこのように、「工場における」という句を、raw materi-
als storage areas のみならず、manufacturing 及び processing をも制限するもの
と解している（133 S.Ct. at 1337.）。これに対してスカリア裁判官は下記.のとお
り、「製造、処理、又は工場における原材料の保管場所」とし、「工場における」
という句は raw materials storage areas のみを制限するものと解している。

 40 C.F.R. §122.26(b)(14) (2013).
10 スカリア裁判官は下記4.のとおり、「事業体」と解釈している。
11 https://www.osha.gov/pls/imis/sic_manual.display?id = 538&tab = description
12 Lewis & Clark Law School内に設置されている、独立・非営利の環境保護団体。
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https://law.lclark.edu/centers/northwest_environmental_defense_center/.
13 33 U.S.C. §1365. 「いかなる市民も、(1)(A)本章に規定する排出基準若しくは制
限、又は(B)EPA長官（注: Administrator という語が、33U.S.C. §1251(d)にお
いて定義されている。）若しくは州が発出した命令に違反していると申し立てる
ところのいかなる者に対しても、又は(2)本章に規定する裁量行為ではない行為
若しくは義務を怠っていると申し立てるところの EPA長官に対して、訴訟を提
起することができる。」
14 Northwest Environmental Defense Center v. Brown, 640 F.3d 1063(2011).
15 40 C.F.R. §122.26(b)(14)(iii), (v), (x).
16 467 U.S. 837. Chevron 判決法理の概要は、以下のとおりである。まず第段階で
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